
 

 

情 報 交 換 会 

 
令和 6年 12月 16日（月） 

議場  

○ 議  題 

１．自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト事業の進捗について 

（資料）【政策企画課】 

 

２「第３期江津市子ども・子育て支援事業計画」素案パブリックコメントの実施について 

（資料） 【子育て支援課】 

 

３．江津地域拠点工業団地（第３期造成）について（資料）     【商工観光課】 

 

 

４．令和5年度江津市教育委員会 点検・評価報告書について（資料） 【学校教育課】 

 

 

５．所管施設の廃止について（資料）               【社会教育課】 

 

 

６．その他 

・専決処分（補正予算）について                 【財政課】 
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自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト事業の進捗について 

 

１. 自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト事業とは 

 この事業は、令和５年度に総務省が募集した事業で、多様な住民ニーズに対応する

ため、デジタルツール等を有効に活用して、「住民の利便性向上」を図るとともに、「職

員の業務効率化による業務改善」を実現する仕組みの構築を行うもの。 

 

 

２. 進捗状況 

① 書かない窓口 

運用開始予定日：令和７年１月１５日（水） 

内容：市役所本庁舎及び桜江支所窓口で、各種証明書の請求書や住民異動届等の

手続きについて、本人確認を行い、職員が聞き取りしてシステムへの入力

を行い、証明書などを作成します。お客様に証明書等の内容を確認してい

ただき、署名欄に記入していただくことで、お客様の記入の手間が軽減さ

れます。 

② キャッシュレス決済 

運用開始日：令和６年１０月１日（火） 

内容：市役所本庁舎及び桜江支所窓口で、証明書発行等の手数料を、電子マネー

やキャッシュカードで支払うことができます。 

③ オンライン申請 

運用開始日： 

水道課 令和６年１２月２日（月） 

市民生活課・税務課 令和７年１月２０日（月） 

内容：しまね電子申請サービスを利用したオンライン申請で、スマートフォンや

パソコンからオンラインで申請が可能です。 

対象となる手続き： 

市民生活課 

・住民票の写しの交付 

・戸籍謄抄本等の交付 

・戸籍の附票の写しの交付 

税務課 

・所得課税証明書の交付 

・相続人代表指定届の提出 

・名寄帳の交付 

・評価証明書の交付 

情 報 交 換 会 資 料 

R6.12.16 政策企画課 

2



・公価証明書の交付 

水道課 

・給水開始届の提出 

・給水中止届の提出 

・変更届の提出 

・給水開始（短期）届の提出 

④ 生成ＡＩチャットボット 

運用開始日：令和６年７月２９日（月） 

内容：市役所での手続き等について、２４時間３６５日、問い合わせに対する回

答を自動で返信します。市ホームページや市ＬＩＮＥ公式アカウントから

アクセスでき、毎月６００件以上の問い合わせがあります。 

⑤ リモート窓口 

運用開始日：令和７年１月下旬（予定） 

※リモート窓口用機器の設置状況に応じて順次スタート予定 

内容：公共交通空白地帯（都治、跡市）、本庁舎・支所から遠方にある地区（桜江

町川越）及び市内中心部にある商業施設に専用の端末を配置し、各種証明

書の申請手続きができる仕組みを構築します。 
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「第３期江津市子ども・子育て支援事業計画」素案パブリックコメントの実施について 

 

１．計画の内容 

   第２期計画の期間が令和６年度を持って満了となることから、近年の社会潮流や

本市の子どもたちを取り巻く現状を踏まえるとともに、子どもたちが健やかに育ち、

安心して子どもを産み育てることができるよう、「第３期江津市子ども・子育て支援事

業計画」を策定します。 

 

２．パブリックコメントの実施 

（１） 実施時期（意見募集期間） 

令和７年１月８日（水）から２月７日（金）までの３０日間 

 

（２） 閲覧場所 

市ホームページ、子育て支援課、桜江支所、市内保育施設、子育てサポート

センター、各地域コミュニティ交流センター 

 

（３） 意見を提出できる人 

市内に住所を有する人、市内の事務所又は事業所に勤務する人、市内の学

校に在学する人等 

 

（４） 意見の提出方法 

住所、氏名（団体名）、連絡先等を明記のうえ、電子メール又は郵便、FAX、子

育て支援課持参により提出 

 

（５） 回答 

ご意見に対する回答はまとめて公表します。（類似のご意見については集約 

する場合があります） 

 

（６） 実施の周知方法 

     市広報紙、LINE、ホームページ、防災無線、保育施設等閲覧場所に掲示 
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 計画の体系 
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子育ての楽しさを分かち合う場づくり 

地域ぐるみでこどもを見守る仕組みづく

安心して子育てや仕事に取り組むことができ

る環境づくり 

それぞれが楽しめる遊び空間 

創造あふれる教育環境 

次代の親の育成 

保育サポートの充実 

生活環境の充実 

安心・安全に子どもが産める環境 

○健全な妊娠生活の支援、○医療体制の確保 

母子の笑顔あふれる健康づくり 

○健診とフォロー体制の充実、○子どもの健康づく

りへの支援、○食育活動の展開 

支援を必要とする子どもや家庭の支援 

○支援の必要な子ども等への支援体制の充実、○児童

虐待防止対策の充実、○ひとり親家庭への支援、○そ

の他の配慮が必要な子どもと子育て世帯の支援 

 

○子育て中の親が交流できる場所づくり、○相談事

業・情報提供の充実 

○地域の人材活用と育成、○地域活動との連携 

 

○地域公共施設の有効活用、○子どもの遊びと体験

の充実、○放課後児童クラブ、放課後子ども教室の充

実 

○幼児教育・学校教育の充実 

○地域の教育力の向上、○読書活動の推進 

 

○命の大切さ・子育て意義の学習、○青少年健全育

成の強化 

○保育施設環境の整備、○多様な保育サービスの提

供 

○子育てバリアフリーのまちづくり、○子育てに配

慮した住環境の整備、○犯罪・事故防止対策の徹底、

○子育ての経済的負担の軽減 

く
ら
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○仕事と子育ての両立の支援、○子育て意識や男女

共同参画の普及啓発 

 

基本理念 

キーワード 

施策の大綱 
基本目標 
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江津地域拠点工業団地（第３期造成）について 

 

１．これまでの想定（Ｒ５年２月 建設環境委員会） 

・ 整備規模：12.9㏊（造成費 約 25億円） 

・ 分譲単価：現行 20,000円/㎡を想定 

・ 造成期間：令和９年度に造成工事完了、分譲開始 

 

２．状況の変化 

・ 造成着手にあたり、詳細設計を行ったところ、地盤改良工事の増、また、

金利上昇リスクの反映などにより、現段階で取り得る工夫を行っても、 

10億円程度のコスト増となる見込み。 

・ これに基づき分譲単価を試算すると、25,000円/㎡程度となる。 

（分譲面積：第 1,2期 11.3ha、第 3期 12.7ha） 

 

３．対応の考え方 

⑴ 基本的な考え方 

・ 石見地域の主要な産業基盤として、産業振興を推進するため、企業にと

って立地候補の単価となるよう、現行の分譲単価 20,000円/㎡(補助後単価

12,000円/㎡)の範囲内に単価を抑制する。 

     ※ 現行単価は、県内では、ソフトビジネスパークに次ぎ２番目に高い   

（単位：億円）

従来試算
（概略設計）

今年度
（詳細設計）

差　引 備　考

 造成経費 25 32 7

・造成工事費+5.5億円
 (軟弱地盤改良費の増、資材費の高騰等)
・造成準備費+1.1億円
 (軟弱地盤のボーリング調査地点増等)
  など

 管理費等 6 9 3
・借入金利上昇による増＋1.6億円
・分譲経費・維持管理費+1.1億円　など

31 41 10

20,000円/㎡
(12,000円/㎡)

25,000円/㎡
(15,000円/㎡)

5,000円/㎡
(3,000円/㎡)

 販売中の第1,2期の区画を含め全体を
 均した単価

（　）は、40％補助後の単価（県・市 各20％補助）

 合　　計

 分譲単価
 見込み

情 報 交 換 会 資 料 
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⑵ 単価抑制の手法 

・ 一般会計から宅地造成事業会計へ 10億円の補助を実施。（造成工事が本

格化する R8～10年度の間を想定） 

・ 電気事業会計の利益剰余金は、処分を経て、今後も、ある程度を一般会

計へ繰り出す予定であり、繰り出した額のうち 10億円を活用。 

・ なお、利益剰余金の処分については、議会の議決を要するため、その都

度、利益剰余金の全体の使途の考え方や、その時点における造成コストの

状況等を説明し、支援の必要性の判断を受け、最終的には予算審議を経て

実施。 

（例）R6年度の利益剰余金→R7年度に利益剰余金処分→R8年度に一般 

会計へ繰り出して補助の予算化 
 

 

 

 

⑶ 更なる工夫検討 

・ 企業ニーズに合った区画割りや形状への見直し、更に、これに併せて地

盤改良費の減など造成コスト減を検討。 

・ そのためには、追加設計や行政手続きの再調整等が必要となり、工期の

延長が必要（工事完了見込み：R9年度末→R10年度中） 

 

  

（地方公営企業法第 17条の 3） 

地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一般

会計又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる。 

江津地域拠点工業団地 平面図 

※資料提供 島根県企業局（令和 6年 12月 12日・13日 防災地域建設委員会資料） 7
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所管施設の廃止について 

 

 

令和 7年 3月 31日をもって用途廃止を検討している施設 

 

施設名（所在地） 

・設置条例 

施設情報 区分 現況 

水ふれあい公園水の国 

（桜江町坂本 2025） 

 

・「江津市水ふれあい公園

水の国設置及び管理に関す

る条例」 

H9.4月開館 

施設面積 

1,623㎡ 

RC造 

地上１階建 

敷地面積 

17,862㎡ 

美術館 平成３０年度より休館中。 

所蔵美術品（３６件）について

は、製作者承認のうえ、処分方

法を検討している。 

避難所・投票所指定なし。 

松林宗恵映画記念館 

（桜江町坂本 2025） 

 

・「松林宗恵映画記念館設

置及び管理に関する条例」 

H16.4月開館 

施設面積 

143㎡ 

※水の国併設 

博物館 平成３０年度より休館中。 

所蔵資料については、江津市図

書館分館、桜江支所倉庫、大元

神楽伝承館倉庫に移動して保

管中。 

避難所・投票所指定なし。 

 

桜江第１柔剣道場 

（桜江町大貫 445-2） 

 

・「江津市桜江体育施設設

置条例」 

S53.4月開館 

施設面積 

259㎡ 

S造 

地上１階建 

敷地面積 

336㎡ 

体育施設 体育施設としては、ほぼ利用さ

れていない。さらに、電気、水道

の故障により、令和５年度途中

より利用はない。 

避難所・投票所指定なし。 
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